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１ 概要 

  ＳＤＧｓ未来都市東広島推進パートナー（以下、「パートナー）という）が、他のパー

トナーと連携して行う、本市のＳＤＧｓ達成に向けた取組を支援することにより、本市

のＳＤＧｓ推進を図ります。 

 

２ 補助対象者及び補助対象事業 

（１） パートナー（企業、地域団体、学生団体）が、別のパートナーと連携して行うＳ

ＤＧｓ推進に資する取組 

（２） 活動地域は原則として東広島市内。ただし、活動地域が市外を含む場合であって

も、本市のＳＤＧｓ推進に資する取組と認められる場合は補助対象 

（３） 取組内容は、原則として複数年にわたり継続して実施可能なもの 

 

３ 補助対象とならないもの 

（１） 政治的な目的で実施されるもの 

（２） 宗教的な目的で実施されるもの 

（３） 同じ活動について、東広島市の別の補助金を受けるもの 

（４） その他市長が適当でないと認めるもの 

 

４ 補助内容 

活動主体となる団体 
同一の連携事業に 

係る補助金の 

交付の回数の限度 
補助率又は補助金の額 

企業（法人にあっては学校法

人、社会福祉法人等を含み、Ｎ

ＰＯ法人を除く） 

１回 
補助対象経費の１／２以内の額又は 

２５万円のいずれか低い額 

地域団体（ＮＰＯ法人を含

む） 

連続する３年度

において各年度

につき１回 

補助対象経費の４／５※以内の額又は 

２５万円のいずれか低い額 

※同一の補助対象活動について行う２回目の補助金

は３／５、３回目は２／５ 

学生団体 

連続する３年度

において各年度

につき１回 

補助対象経費の１０分の１０※以内の額 

又は１０万円のいずれか低い額 

※同一の補助対象活動について行う２回目の補助金

は４／５、３回目は３／５ 

※「活動主体となる団体」の例 

・株式会社○○がエコ商品開発にあたり、市内中学生の企画を取り入れる。⇒活動主体となる団体：企業 

・○○高校の学園祭において、ＮＰＯ法人○○の助言を受けながら世界や日本の貧困の実態を明らかにす

るパネルを作成⇒活動主体となる団体：学生団体 

※補助金額の例 

・企業が総額６０万円の事業を行い、うち４０万円が補助対象経費と認められた場合…補助金額は４０×

１／２＝２０万円 



3 

 

５ 補助対象経費 

  報償費、印刷製本費、原材料費、消耗品費、使用料及び賃借料、役務費、委託費、旅

費、研修等参加負担金、食糧費、備品購入費、その他ＳＤＧｓ推進に資する経費（詳細

は別表１を参照） 

 

６ 応募方法等（全体スケジュールは別表２を参照） 

（１） 募集要項及び提出書類様式 

募集要項及び提出書類様式は、政策推進監で配付しています。 

東広島市ホームページからもダウンロードできます。 

「東広島市ホームページ」＞「組織から探す」＞「総務部政策推進監」 

＞「ＳＤＧｓ活動補助金」 

（２） 応募期間 

令和５年２月２８日まで。随時受付（予算額に達し次第終了） 

（３） 提出方法・提出先 

提出書類を郵送または持参により提出してください。 

※提出後、政策推進監において書類に不備がないことを確認した時点で受理とし

ます。期間内に必要書類が整わない場合は申込を受理できません。 

 

【郵送】〒７３９－８６０１ 東広島市西条栄町８番２９号 

東広島市総務部政策推進監 

【窓口】平日 ８時３０分～１７時１５分 

〒７３９－８６０１ 東広島市西条栄町８番２９号 

東広島市総務部政策推進監（市役所本館５階） 

（４） 提出書類 

① 補助金申込書 

② 申込チェックシート 

③ 団体概要 

④ 事業計画書 

⑤ 収支計画書 

⑥ 地域団体、学生団体の場合：団体の定款、規約、会則等 

企業の場合：会社の概要が分かる資料（会社パンフレット等）、登記事項証明書） 

⑦ その他参考資料（事業内容に関する資料等） 

（５） 応募に関するご相談について 

提出書類作成などの応募に関するご相談は、政策推進監で対応します。お越しい

ただく場合は事前にご連絡ください。 

【連絡先】東広島市総務部政策推進監 
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ＴＥＬ：０８２－４２０－０９１７ ＦＡＸ：０８２－４２０－０４０２ 

（６） その他注意点 

① 本要項に記載されている事項を十分にご確認のうえ、申込をしてください。 

② ご提出いただいた書類は返却できません。 

③ 記載内容に不明な点などがある場合、確認させていただくことがあります。 

④ 提出書類中の著作権等の諸手続きは、各申請団体においてご確認ください。 

⑤ 概要、活動計画書、予算書等は公開の対象となります。 

⑥ 各項目の記述内容をよく確認し、具体的な根拠や実例を挙げながら記述してく

ださい。また、手書きで記入する場合は読みやすい字で書いてください。 

 

７ 審査・選考 

提出いただいた書類を基に審査・選考を行い、補助金採択団体の決定を行います。 

審査結果は、応募いただいた全ての団体に発送するとともに、東広島市ホームページ

にも掲載します。ただし、審査点数、審査内容、その他については非公開とします。 

 

８ 交付決定・補助金交付 

（１） 交付申請書類の提出 

審査結果発表以降に提出いただく書類です。 

ア 補助金交付申請書 

イ 予算書（申込時から変更があった場合） 

（２） 補助金交付の決定 

審査・選考結果を基に市長が採択団体を決定し、交付申請書類を審査した後、補

助金交付の決定を行います。交付決定前の支出は、補助対象経費として認められ

ません。 

（３） 補助金の交付 

ア 確定払い 

      活動完了後に補助額を決定し、補助金を交付するものです。額の確定後、補

助決定団体からの請求書を受理した後、支払います。 

イ 概算払い 

活動の完了前に補助金を交付（概算払い）するものです。この場合、概算払

請求書を受理した後、支払います。なお、活動完了後に精算が必要です。 

 

９ 活動実施及び実績報告等 

（１） 活動内容の周知 

実施する活動の周知物、成果物等において、当補助金の助成を受けていることを

明記してください。 
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（２） 実績報告 

活動完了後３０日以内または当該年度の末日のいずれか早い日までに、実績報告

書等を提出してください。様式については交付決定団体に別途案内します。 

（３） 額の確定等 

実績報告書の内容を審査し、補助活動の成果が補助金の交付決定の内容及びこれ

に付した条件に適合していることや、その内容が適切かなどを政策推進監で確認

し、補助金の額を確定します。この際、補助対象経費となる額が補助金交付決定

額よりも少なかった場合、当初交付決定された補助額が減額されます。精算残金

がある場合は速やかにこれを返還しなければなりません。 

（４） 活動計画の中止・変更 

やむを得ず、活動を中止する場合、または活動計画を変更する場合等、活動計画

を途中で中止、変更するためには計画変更の手続きが必要となります。事前に政

策推進監にご連絡ください。 

（５） 関係書類の整理等 

補助活動に係る収入・支出を明らかにした帳簿やその証拠書類は整理し、いつで

も見ることができるようにしておいてください。また、その会計帳簿（計画書、

決算書、出納簿等）や証拠書類（領収証等）は、補助金の交付に係る会計年度終

了後５年間保管しておいてください。 

（６） 活動報告会への出席 

補助金交付団体による活動報告会の開催を検討しています。出席をお願いする場

合がありますのでご承知おきください。 

（７） 新型コロナウイルスについて 

新型コロナウイルスの感染状況を踏まえ、イベント等を実施する場合は、感染対

策を十分に講じてください。また、政府や自治体によるイベント等の活動自粛要

請があった場合には、その要請に従ってください。 

（８） その他注意点 

申請内容に虚偽の記載があることが判明した場合や活動が途中で打ち切られた場

合、補助金を不正に使用した場合には補助金の交付決定を取り消します。 

報告書等を期限内に提出されない場合についても補助金の交付決定を取り消すこ

とがあります。 
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別表１ 補助対象経費 

支出項目 対象となる経費の例 対象とならない経費の例 

報償費 ・講師、出演者への謝礼 等 ・事務職員の経常的な雇用経費 

・団体構成員への謝礼 

・菓子折り等の物品による謝礼に係る経費 

等 

印刷製本費 ・ポスター、チラシ、報告書等の印刷費 

等 

 

原材料費 ・木材や砂、セメント等の資材料費 

・苗木等の購入費 

・料理教室等の食材 等 

 

消耗品費 ・文房具等の消耗品費、コピー代  

使用料及び

賃借料 

・会議室、会場等の使用料 

・機器類の賃借料 等 

 

役務費 ・郵便料金等の通信・運搬費 

・講師謝金の振込手数料 等 

 

委託料 ・専門的知識、技術等を要する業務につ

いての委託 等 

・計画、立案、実行の全てを委託する業務

等 

旅費 ・講師、専門家、出演者への交通費、宿

泊費 

・視察、研修等参加に対する交通費、宿

泊費 

・臨時的なアルバイト、ボランティアへの

交通費、宿泊費 

・視察、研修以外の団体の構成員に対する

交通費、宿泊費 

・ガソリン代 等 

研修等参加

負担金 

・視察、研修等の参加負担金 等 ・連合組織等への参加負担金 等 

食糧費 ・会議の飲み物、参加者の飲み物代 

・講師や外部ボランティア等に対する食

事、飲み物代 等 

・菓子、酒代 等 

・団体構成員の食事、交流会での飲食代 

備品購入費 ・当該活動に必要と認められるもの（パ

ソコンやポット等、団体構成員間の持ち

寄り等で対応ができるもの、リース等が

できる可能性があるものについてはそち

らをご検討ください） 

 

その他 ・その他、活動の実施のために必要な経

費で、市長が必要かつ適切と認めた経費 

・他団体への補助金としての支出 

・商品券等金券、記念品等の購入 

・土地の取得、造成及び補償に関する経費 

・団体の経常的な運営に関する経費（家賃、

電話料、事務所賃貸料等） 

・領収書等により支払ったことを明確に確

認することができない経費 

・社会通念上適切でないと認める経費 等 

（注意）すべての支出について、申請活動に直接関係のない支出は対象となりません。 

※１ 旅行会社等に委託する場合、実績報告時に内訳の分かる明細の提出が必要です。 

※２ 備品とは、性質または形状を変えることなく１年（取得価格または評価額が１万円未満のものは３

年）以上の使用に耐えるものとします。 

※３ 備品購入費は、各年度の補助対象経費の１／２を上限とします。 
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別表２ 全体スケジュール 

 

月日 パートナー  東広島市 

～２月２８日 

随時 

・応募（申込） → ・応募受付 

 ・結果受取 

・交付申請 

・交付決定通知受取 

・活動実施 

・（概算払の場合）概算払請求 

← 

→ 

← 

 

→ 

・審査結果発表 

・交付申請受理 

・交付決定 

 

・（概算払の場合）概算払 

～３月３１日 ・実績報告書提出 

・確定通知書受取 

・（確定払の場合）交付請求 

・（概算払の場合）概算払精算 

→ 

← 

→ 

→ 

・報告書審査 

・確定通知 

・補助金支払い 

・概算払いの精算 

 


